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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結

累計期間
第61期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 14,832,208 13,612,079 31,425,781

経常収益 （千円） 33,831 251,152 584,788

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △9,690 232,768 365,660

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 47,959 228,478 472,157

純資産額 （千円） 5,114,349 5,711,762 5,538,329

総資産額 （千円） 19,191,904 20,212,009 19,765,882

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △0.88 21.25 33.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.6 28.3 28.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 871,412 2,310,436 165,582

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △268,543 △459,323 △135,554

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △105,463 △105,506 △56,905

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,703,536 4,924,859 3,179,253

 

回次
第61期

第２四半期連結
会計期間

第62期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.47 11.83

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第61期第２四半期連結累計期間において
１株当たり四半期純損失が計上されており、また、第61期連結会計年度及び第62期第２四半期連結累計期間
において潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累
計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績に支えられ雇用情勢や個人消費等は、引き

続き穏やかな回復基調で推移しました。

　当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、官民を問わず建設投資の増勢傾向にやや陰りが

見え始め、加えて建設技術者、技能者が引き続き不足するなかで労務費、資材価格等の高止まりの状態が続いて

いるため、事業環境、収益環境は依然として楽観を許さない状況にあります。

　このような環境下にあって、当社グループの連結業績は、売上高につきましては13,612百万円（前年同四半期

比8.2％減）となりました。損益面では、営業利益279百万円（前年同四半期は21百万円の営業損失）、経常利益

251百万円（前年同四半期比642.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益232百万円（前年同四半期は9百万

円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　（建築事業）

　完成工事高は10,536百万円（前年同四半期比9.7％減）、営業利益は780百万円（前年同四半期比46.3％増）

となりました。

　（土木事業）

　完成工事高は2,898百万円（前年同四半期比4.4％減）、営業利益は80百万円（前年同四半期比7.1％減）と

なりました。

　（不動産事業）

　不動産事業の売上高は52百万円（前年同四半期比173.5％増）、営業損失は1百万円（前年同四半期は3百万

円の営業損失）となりました。

　（その他事業）

　その他の事業の売上高は125百万円（前年同四半期比5.9％増）、営業利益は6百万円（前年同四半期比

15.7％減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物の四半期末残高は4,924百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は2,310百万円（前年同四半期は871百万円の獲得）となりました。これは主に

売上債権の減少及び未成工事受入金の増加によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は459百万円（前年同四半期は268百万円の使用）となりました。これは主に定

期預金の預入及び投資有価証券の取得によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は105百万円（前年同四半期は105百万円の使用）となりました。これは主に配

当金の支払い及び長期借入金の返済によるものです。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は12百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,300,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 11,300,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日

～

平成27年９月30日

－ 11,300,000 － 1,712,500 － 1,341,130
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

守谷商会従業員持株会 長野市南千歳町878番地 1,213 10.74

一般財団法人守谷奨学財団 長野市南千歳一丁目３番12号 961 8.50

守谷商会取引先持株会 長野市南千歳町878番地 684 6.05

株式会社八十二銀行

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

長野市中御所岡田178番地８号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
546 4.83

山根　敏郎 長野市 396 3.50

守谷　晶子 長野市 384 3.40

守谷　堯夫 長野市 310 2.74

守谷　ソノ 長野市 252 2.23

八十二キャピタル株式会社 長野市南長野南石堂町1282番地11号 235 2.08

齋藤　嘉徳 上田市 208 1.84

計 － 5,191 45.94

　（注）上記のほか、当社所有の自己株式が347千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   347,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,930,000 10,930 －

単元未満株式 普通株式    23,000 － －

発行済株式総数 11,300,000 － －

総株主の議決権 － 10,930 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

6,000株及び6個含まれております。
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②【自己株式等】

 

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社守谷商会
長野市南千歳町878番

地
347,000 － 347,000 3.07

計 － 347,000 － 347,000 3.07

 

２【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員
管理部担当兼

法務コンプライアンス室長

常務執行役員
管理担当兼

法務コンプライアンス室長
渡辺　正樹 平成27年10月１日

取締役
常務執行役員
経理部担当

常務執行役員
管理本部長

町田　充徳 平成27年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

 9/20



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,881,237 6,809,007

受取手形・完成工事未収入金等 7,072,070 4,215,054

販売用不動産 109,858 109,858

未成工事支出金 168,253 742,059

不動産事業支出金 1,161,795 2,291,627

その他 521,797 91,670

貸倒引当金 △515 △222

流動資産合計 13,914,497 14,259,054

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,398,077 2,392,169

その他 1,367,363 1,432,658

有形固定資産合計 3,765,440 3,824,827

無形固定資産 33,272 38,075

投資その他の資産   

その他 2,281,753 2,311,421

貸倒引当金 △229,081 △221,369

投資その他の資産合計 2,052,671 2,090,051

固定資産合計 5,851,385 5,952,955

資産合計 19,765,882 20,212,009

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 7,802,018 7,245,944

短期借入金 2,300,000 2,300,000

1年内返済予定の長期借入金 100,080 100,080

未払法人税等 98,055 37,654

未成工事受入金 1,068,237 2,177,113

不動産事業受入金 10,000 53,397

賞与引当金 94,145 109,441

完成工事補償引当金 48,391 43,877

その他 829,163 682,365

流動負債合計 12,350,091 12,749,874

固定負債   

長期借入金 74,820 24,780

退職給付に係る負債 770,530 786,487

入会保証預り金 776,750 738,300

その他 255,361 200,804

固定負債合計 1,877,461 1,750,372

負債合計 14,227,553 14,500,247
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,712,500 1,712,500

資本剰余金 1,341,130 1,341,130

利益剰余金 2,411,379 2,589,102

自己株式 △44,295 △44,295

株主資本合計 5,420,714 5,598,437

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 147,100 135,607

退職給付に係る調整累計額 △29,485 △22,282

その他の包括利益累計額合計 117,614 113,325

純資産合計 5,538,329 5,711,762

負債純資産合計 19,765,882 20,212,009
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 14,832,208 13,612,079

売上原価 13,914,608 12,404,236

売上総利益 917,600 1,207,843

販売費及び一般管理費 ※ 939,175 ※ 928,183

営業利益又は営業損失（△） △21,574 279,659

営業外収益   

受取利息 476 539

受取配当金 21,262 17,332

受取賃貸料 12,950 11,803

入会保証預り金償還益 20,680 20,450

複合金融商品評価益 14,301 －

受取保険金 － 18,554

その他 8,095 11,080

営業外収益合計 77,767 79,759

営業外費用   

支払利息 22,160 24,583

複合金融商品評価損 － 81,157

その他 200 2,526

営業外費用合計 22,361 108,266

経常利益 33,831 251,152

特別利益   

投資有価証券売却益 9,267 －

固定資産売却益 － 8,333

特別利益合計 9,267 8,333

税金等調整前四半期純利益 43,098 259,485

法人税、住民税及び事業税 53,924 28,000

法人税等調整額 △1,134 △1,282

法人税等合計 52,789 26,717

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,690 232,768

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△9,690 232,768
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,690 232,768

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 46,473 △11,492

退職給付に係る調整額 11,176 7,202

その他の包括利益合計 57,649 △4,289

四半期包括利益 47,959 228,478

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 47,959 228,478

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 43,098 259,485

減価償却費 54,836 63,646

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 22,675 23,160

貸倒引当金の増減額（△は減少） △578 △8,005

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,240 15,296

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △315 △4,513

複合金融商品評価損益（△は益） △14,301 81,157

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △9,267 －

受取利息及び受取配当金 △21,739 △17,872

支払利息 22,160 24,583

売上債権の増減額（△は増加） 2,044,041 2,866,176

未成工事支出金の増減額（△は増加） 42,635 △555,443

不動産事業支出金の増減額（△は増加） △517,265 △1,129,831

仕入債務の増減額（△は減少） △1,116,988 △556,073

未成工事受入金の増減額（△は減少） 335,705 1,108,875

不動産事業受入金の増減額（△は減少） 33,637 43,397

その他 11,891 185,239

小計 934,467 2,399,279

利息及び配当金の受取額 21,635 17,753

利息の支払額 △21,409 △20,032

法人税等の支払額 △63,281 △86,564

営業活動によるキャッシュ・フロー 871,412 2,310,436

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △171,934 △182,163

有形固定資産の取得による支出 △11,708 △42,777

有形固定資産の売却による収入 2,822 13,061

投資有価証券の取得による支出 △262,751 △259,716

投資有価証券の売却による収入 177,487 28,651

貸付金の回収による収入 45 47

その他 △2,502 △16,426

投資活動によるキャッシュ・フロー △268,543 △459,323

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △50,040 △50,040

リース債務の返済による支出 △782 △782

配当金の支払額 △54,419 △54,684

自己株式の取得による支出 △221 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △105,463 △105,506

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 497,405 1,745,605

現金及び現金同等物の期首残高 3,206,131 3,179,253

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,703,536 ※ 4,924,859
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っ

ております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 4,532千円 －千円

 

２　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形割引高 300,000千円 －千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

役員報酬 88,216千円 96,836千円

従業員給料手当 324,448 333,612

賞与引当金繰入額 24,061 38,579

退職給付費用 28,767 24,245

貸倒引当金繰入額 △204 △17

貸倒損失 45,000 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金預金勘定 5,520,027千円 6,809,007千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金・定期積金 △1,816,490 △1,884,147

現金及び現金同等物 3,703,536 4,924,859

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 54,769 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 54,760 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
11,662,307 3,032,527 19,019 14,713,854 118,354 － 14,832,208

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

629 153,314 － 153,943 － △153,943 －

計 11,662,936 3,185,841 19,019 14,867,797 118,354 △153,943 14,832,208

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

533,893 86,239 △3,910 616,221 7,851 △645,648 △21,574

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△645,648千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
10,536,658 2,898,084 52,021 13,486,763 125,315 － 13,612,079

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

437 129,493 － 129,930 － △129,930 －

計 10,537,095 3,027,577 52,021 13,616,693 125,315 △129,930 13,612,079

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

780,844 80,109 △1,232 859,721 6,619 △586,681 279,659

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△586,681千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△0円88銭 21円25銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△9,690 232,768

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△9,690 232,768

普通株式の期中平均株式数（株） 10,953,467 10,952,151

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金
額であり、また潜在株式が存在しないため、当第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載しており
ません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月５日

株式会社守谷商会

取締役会　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白　井　　　正　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　松　　　聡　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社守谷

商会の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

